
【大学全体】 
2024年度（対象年度：2023） 自己点検・評価シート 

 

 

基準6 教員・教員組織 
 

■事前確認 

 前年度の自己点検・評価シートから、伸長・改善計画、評価結果の課題事項（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】）

を転記していますので、確認してください。 
認証評価結果において、大学基準協会から指摘された事項について確認してください。 

＜前年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
－ － 
－ － 

 
＜前年度の評価結果（課題事項）＞ 

課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載。該当がない場合は「なし」と記載。 

－ 

 
 ＜【参考】2020年度 認証評価結果における指摘事項＞ 

総評における助言 / 是正勧告 / 改善課題 

－ 

 

Ⅰ．自己点検・評価 

1 自己点検・評価結果  ＜ 評定 ＞ 

自己点検・評価基準を参照し、「自己評価」欄に「S」「A」「B」「C」の4段階で記入してください。 

項目 

No. 
評価項目<大学基準協会の「評価項目」に相当> 自己評価 

点検項目（評価の視点）<大学基準協会の「評価の視点」に相当> 現状 

601 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開できる教員組織を

編制し、学習成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究上の成果につなげているか。 
A 

①クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員として任用する場合は、教員の業務範

囲を明確に定め、また、業務状況を適切に把握しているか。 

 

2 自己点検・評価 

対象年度における組織の状況を自己点検・評価し、その内容を、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて

「点検項目」毎に具体的に説明してください。 

現状、「何を」規定又は実施していて、「いつ」「どの会議で（誰が）」「どのように（指標・方法）」検証・分析を行

い、「どのように（基準）」自己評価していますか。 
601①  
 新たなイノベーションを創出するために、卓越した人材が、大学や公的研究機関、企業などの壁を越え、複数

の組織で活躍できるような環境を整備するクロスアポイントメント制度が、産学公連携等の場面において注目さ

れてきている。 
 本学においても、研究活動の高度化および若手研究者の育成を目的とした『クロスアポイントメント制度に関

する規程』（以下、「規程」という。）を2020（令和2）年12月3日に制定した。 
 クロスアポイントメント制度では、対象となる研究者と組織間で締結する協定の下、具体的な業務内容や実施
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時期・期間等について、研究者の意向や実態に即して調整することで、研究者の能力を最大限引き出す環境を整

えることができる。また、研究者が、それぞれの機関の身分を持つことで、設備・インフラ、研究機器、組織裁

量予算の利用、機微情報やデータへのアクセス等の出向先のリソースを最大限活用し、臨機応変に両機関の人的

ネットワークを活用することが期待できる。これらのことから、本学でもクロスアポイントメント制度が整備さ

れた。 
 2023（令和5）年度においては、農学部教員から1件の適用申請が出され、農学部教授会の議を経て、農学部

長より学長宛に上申がなされた。これを受けて、部局長会においてクロスアポイントメント審査委員会の設置が

承認され、規程第4条に定める要件（制度目的との適合性、業務及び従事割合の妥当性、負担軽減措置の妥当性、

利益相反の諾否等）の審査が行われた。 
 審査委員会の設置にあたっては、審査に必要な専門的知識を有するものとして、知的財産センター顧問を加え、

審査が行われた。また、教員の業務範囲の明確化を確認するため、農学部関係者（審査委員会開催日に農学部長

が出張中のため、教務課長が代理出席）からも運用面に係るヒアリングを実施した。 
 本制度の利用によって研究活動の高度化や若手研究者の育成に寄与していることを確認し、「申請者が留意す

べき事項」と「学部長が留意すべき事項」に分けて、付帯条件を通知することとした。 
 審査委員会の結果を受けて、部局長会で審議し、適用が承認された。 
 なお、協定先との契約及び運用については、総務部人事課と農学部教務課が協働で調整にあたり、出勤簿の提

出など業務状況を適切に把握している。 
 以上のことから、教員の業務範囲を明確に定め、業務状況を適切に把握すると共に、クロスアポイントメント

制度を利用することによって、本学の研究活動の高度化や若手研究者の育成に大きく寄与されていると評価して

いる。 

 

以上、クロスアポイントメントなどによって、他大学又は企業等の人材を教員として任用する場合は、教員の

業務範囲を明確に定め、また、業務状況を適切に把握している。 
長所・特色《箇条書き》＊先駆性や独自性があるもの、有意な成果が見られるもの、他の組織の範となるもの、自己評価･現状「S」のもの 
項目No.  
項目No.  
課題事項《箇条書き》   ＊伸長すべき点、改善すべき点 
項目No.  
項目No.  

 

3 伸長・改善に向けた取り組み 

前年度の自己点検・評価の評価結果（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】等）への対応も含め、伸長・改善に

向けた取り組みについて、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて具体的に説明してください。 

  ＜伸長・改善の進捗状況＞ 

対象年度における取り組み ＊成果の有無を問わない、前年度の自己点検・評価シート作成時点での計画の有無を問わない 

クロスアポイントメント制度を再構築（受入、派遣の両方向を可能とする制度を構築）し、学外者を基幹教員と

して任用できる体制を整備することが、『構想400第2期中期計画アクションプラン』において2027年度末の到

達点として掲げられ、教学部及び人事課の下で検討することとなっている。 
 

＜今年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
  
  

 
4 根拠資料 

項目 
No. 

根拠 
記号 

根拠資料の名称 

601 ア 2020（令和2）第7回評議会提案資料 
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601 イ 2023（令和5）第28回部局長会提案資料 

   
   

 

 

Ⅱ．評価結果 

総評 

 本学において、研究活動の高度化および若手研究者の育成を目的とした『クロスアポイントメント制度に関す

る規程』（以下、「規程」という。）を2020（令和2）年12月3日に制定し、クロスアポイントメント制度が整備

された。 
 2023（令和5）年度においては、農学部教員から1件の適用申請が出され、部局長会においてクロスアポイン

トメント審査委員会の設置が承認され、規程第4条に定める要件（制度目的との適合性、業務及び従事割合の妥

当性、負担軽減措置の妥当性、利益相反の諾否等）の審査が行われた。 
 審査委員会の設置にあたっては、審査に必要な専門的知識を有するものとして、知的財産センター顧問を加え、

審査が行われた。また、教員の業務範囲の明確化を確認するため、農学部関係者（審査委員会開催日に農学部長

が出張中のため、教務課長が代理出席）からも運用面に係るヒアリングを実施した。 
 本制度の利用によって研究活動の高度化や若手研究者の育成に寄与していることを確認し、「申請者が留意す

べき事項」と「学部長が留意すべき事項」に分けて、付帯条件を通知することとした。 
 審査委員会の結果を受けて、部局長会で審議し、適用が承認された。 
 なお、協定先との契約及び運用については、総務部人事課と農学部教務課が協働で調整にあたり、出勤簿の提

出など業務状況を適切に把握している。 
 以上、クロスアポイントメント制度を利用することによって、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開できる教

員組織を編制し、学修成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究上の成果につなげていると評価でき

る。 
長所・特色《箇条書き》 

 

課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載 
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2024年度（対象年度：2023） 自己点検・評価シート 

 

 

基準6 教員・教員組織 
 

■事前確認 

 前年度の自己点検・評価シートから、伸長・改善計画、評価結果の課題事項（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】）

を転記していますので、確認してください。 
認証評価結果において、大学基準協会から指摘された事項について確認してください。 

＜前年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
602② 新たに導入される「基幹教員」制度への対応 

603①② 「教員人事に関わる選考基準の目安」の明文化や昇任基準にかかる課題についての検討促進 
 

＜前年度の評価結果（課題事項）＞ 

課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載。該当がない場合は「なし」と記載。 

・第３期認証評価において、「教授専門分野の構成等を含むより具体的な学部・研究科固有の教員組織の編制方針

を策定することが望まれる。」と指摘されている。今後、その必要性を含め検討が望まれる。【留意点】 
・教員組織の編制については、国際性や男女比等に関してはまだ十分な状況とは言えず、大学として改善施策を

策定することが期待される。【留意点】 
・教員の過度な負担の軽減について、答申等の検討結果を踏まえた制度整備を進めることが望まれる。【留意点】 
・教員人事に関わる選考基準の目安を明文化することや教員採用における公募の可否など、教員人事のより一層

の透明化を図ることについては、まだ課題共有に留まっている。今後、検討を開始することが望まれる。【留意点】 
 
 ＜【参考】2020年度 認証評価結果における指摘事項＞ 

総評における助言 / 是正勧告 / 改善課題 

なし 

 

Ⅰ．自己点検・評価 

1 自己点検・評価結果  ＜ 評定 ＞ 

自己点検・評価基準を参照し、「自己評価」欄に「S」「A」「B」「C」の4段階で記入してください。 

項目 

No. 
評価項目<大学基準協会の「評価項目」に相当> 自己評価 

点検項目（評価の視点）<大学基準協会の「評価の視点」に相当> 現状 

601 

教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を安定的にかつ十全に展開できる教員組織を編

制し、学修成果の達成につながる教育の実現や大学として目指す研究上の成果につなげているか。 

A 

①大学として求める教員像や教員組織の編制方針に基づき、教員組織を編制しているか。 

※具体的な例 

 ‧ 教員が担う責任の明確性。 

 ‧ 法令で必要とされる数の充足。 

 ‧ 科目適合性を含め、学修成果の達成につながる教育や研究等の実施に適った教員構成。 

 ‧ 各教員の担当授業科目、担当授業時間の適切な把握・管理。 

 ‧ 複数学部等の基幹教員を兼ねる者について、業務状況や教育効果の面での適切性。 

②教員は職員と役割分担し、それぞれの責任を明確にしながら協働・連携することで、組織的かつ効果的な教

育研究活動を実現しているか。 

③授業において指導補助者に補助又は授業の一部を担当させる場合、あらかじめ責任関係や役割を規程等

に定め、明確な指導計画のもとで適任者にそれを行わせているか。 
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602 

教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

A 
①教員の募集、採用、昇任等に関わる明確な基準及び手続に沿い、公正性に配慮しながら人事を行っている

か。 

②年齢構成に著しい偏りが生じないように人事を行っているか。また、性別など教員の多様性に配慮している

か。 

603 

教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施し、教員の資質

向上につなげているか。 
B 

①大学としての考えに応じて教員の業績を評価する仕組みを導入し、教育活動、研究活動等の活性化を図るこ

とに寄与しているか。 

604 

教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み

及び課題を適切に把握しているか。 
A 

①教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、当該事項における現状や成果が上がっている取り組み及

び課題を適切に把握しているか。 

 

2 自己点検・評価 

対象年度における組織の状況を自己点検・評価し、その内容を、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて

「点検項目」毎に具体的に説明してください。 

現状、「何を」規定又は実施していて、「いつ」「どの会議で（誰が）」「どのように（指標・方法）」検証・分析を行

い、「どのように（基準）」自己評価していますか。 
601① 大学として求める教員像は、「学校法人龍谷大学就業規則」に定めているほか、教育研究組織の編制原理

および求める教員像と教員組織の編成方針を「求める教員像と教員組織の編成方針」として定め、これら

をホームページで公表している［601ア・イ］。各学部・研究科等の教育組織の編制については、前出の「求

める教員像と教員組織の編成方針」に基づき編制されているが、教授専門分野の構成等を含めたより具体

的な学部・研究科固有の教員組織の編成方針の策定に関し、その必要性も含めた検討には至らなかった。 
 教員の担当授業時間に係る負担については、「専任教員の担当授業時間数に関する基準」を定め、教員の

職位に応じて担当する授業時間数を定めている［601ウ］。加えて、専任教員が役職の兼務を命ぜられた場

合の負担軽減の措置として、「専任教員役職兼務者にかかる負担軽減措置要項」を定め、役職に応じて担当

授業時間数を減じることができるように措置している［601エ］。 
専任教員の担当授業時間数の適正化を図るため、2015 年度に部局長会のもとに「担当授業時間数の適

正化に向けた検討ワーキング」を設置し、役職者の負担軽減及び労務管理の観点及び教育研究の時間確保

の観点から、教員の過度の負担を軽減する必要性等について検討を行い、答申としてとりまとめ、その内

容が部局長会で諒とされた［601オ］。 
専任教員の担当授業時間数の適正化に関連して、学部長会では、年度当初及び担当授業時間数が確定す

る後期のタイミングにおいて、専任教員及び特別任用教員の担当授業時間数の全学的な確認を行っている

が、制度整備には至らなかった。［601カ・キ］。 
2025年度から、経営学部商学科および社会学部総合社会学科が開設されることにともない、「基幹教員」

制度を導入することから、法令で必要とされる教員数の充足に向け、2023 年度には導入に伴う各種対応

（主要授業科目の設定等）を行った［601ク］。 
601②  各学部の教員組織については、専任教員により構成される学部教授会において、学則第64条に規定さ

れている教育研究に関する重要な事項で、教授会の審議決定が必要な事項を審議することを規定している。

学部教授会の審議決定にあたっての事務は、事務組織規程第 24 条の 4 に定める学部教務課が担当するこ

とを規定している。このように教員と事務職員の役割を規程に明確にし、教職協働による運営体制を構築

している［601ケ・コ］。 
601③  これまで、TA（ティーチング・アシスタント）等の指導補助者が授業補助を行う事例はあり、これら

は、「教育系アシスタントスタッフ規程」［601サ］および「教育系アシスタントスタッフの運用に係る内

規」［601シ］において、責任関係や役割を明確に示しているが、指導補助者に授業の一部を担当させる

場合の事例について、現時点では、該当となる事例はない。 
602①  教員の募集・採用・昇任等については、「教育職員選考基準」及び各学部が定める「教員人事規程」に

基づき行っている。募集・採用に際しては、まず担当する主たる授業担当科目のカリキュラム上の必要
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性を確認した上で、適当な身分や募集方法を確認しており、職位ごとに行っているものではない。［602
ア］ 

昇任については、昇任に要する年限や審査委員会の構成方法、審査の方法が各学部で整合していない

ため、教養教育科目を主たる担当科目とする教員は、所属する学部によって異なる基準と手続きに則ら

なければならない状況にあったが、2021 年度に昇任人事にかかる各学部の「教員人事規程の平準化」

に向けた改善方策を検討し、「教育職員選考基準」の一部を改正し、関係法令との整合性について見直し

を行うとともに、各学部が定める「教員人事規程」を「教育職員選考基準」第4条第6項に基づき、同

基準を標準として別に定めるものであると規定し、関係性を明確にする改正を行なった。［602イ］ 
その際、「昇任人事に関する事項」を別に定めるとともに、教養教育科目や教職課程科目、学部共通コ

ース科目を主たる担当科目とする教員の人事状況に関して、毎年度当初の学部長会で確認し、各学部が

円滑に手続きを進めることができるように運用することとしている［602ウ］。 
学部長会では適宜各学部の人事状況を確認し、選考基準の明文化や教員採用における公募の可否に関

する意見交換を行いながら進めており、教員人事について学部間の透明性を高めるよう努めている。 
602② 各学部での教員採用にあたっては、主たる授業担当科目のカリキュラム上の必要性、担当する上で適切

な身分や募集方法をその都度確認しており、年齢構成、国際性や男女比等も踏まえて選考を行い、適正に

教員を配置することとしている。2022 年度には、学部長会懇談会を開催し、「教員組織の多様性の確保に

ついて」をテーマに、本学教員における女性比率および他大学の状況等を確認し、意見交換の場を設定し

ている。2023年度は、男女共同参画推進に関する講演会が全教職員を対象に開催され、名古屋大学の事例

をとおして、大学としての改善施策に向けた理解促進を図った。今後も継続して、教員の多様性に配慮し

た教員配置の実現に向けて、引き続き取り組む。［602エ・オ］ 
    また、教員採用時に明示する募集要項について、国際的な視野での幅広い教員募集を推進すべく、原則

として、日本語での募集要項に加えて、英語等の外国語による募集要項も作成することとした［602カ］。 
603① 本学において、大学全体としては教員評価を導入していないが、各組織単位で、「龍谷 ICT教育賞」（学修

支援・教育開発センター所管）などで、顕著な成果をあげた教育活動等を表彰する取組み［603ア］を行っ

ているほか、「教員活動自己点検」の組織的活用の一環で、社会貢献活動等の促進を目的とした表彰を行っ

ている。［603イ］ 
604① 教員組織に関わる事項については、毎年の自己点検・評価において、基準2「内部質保証」やこの基準6

「教員・教員組織」を軸に自己点検・評価を行っている。また、教員個人の「教員活動自己点検」を組織

的に活用することが、各学部・研究科等が策定する「教員活動自己点検の手引き」［604ア］に記載されて

いる。 
教員活動自己点検結果の組織的活用方策については、各学部・研究科におけるＦＤ活動に活用している。

また、各教学主体の組織的活用方策について、「教員活動自己点検 点検結果の組織的活用方策一覧」とし

てまとめてられており、各学部・研究科において、その記載内容等を共有し、組織的活用方策策定の一助

となっている。［604イ］ 
 

 以上のことから、教員・教員組織について適切に取り組んでいると評価する。 
長所・特色《箇条書き》＊先駆性や独自性があるもの、有意な成果が見られるもの、他の組織の範となるもの、自己評価･現状「S」のもの 

  
  

課題事項《箇条書き》   ＊伸長すべき点、改善すべき点 
601① 「専任教員の担当授業時間数の適正化に向けた検討結果について（答申）」の内容を踏まえた対応 

  
 

3 伸長・改善に向けた取り組み 

前年度の自己点検・評価の評価結果（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】等）への対応も含め、伸長・改善に

向けた取り組みについて、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて具体的に説明してください。 

  ＜伸長・改善の進捗状況＞ 

対象年度における取り組み ＊成果の有無を問わない、前年度の自己点検・評価シート作成時点での計画の有無を問わない 



【大学全体】 
601① 教員の過度な負担の軽減について、学部長会においてまずは 4 月の年度初めの段階での教員の担当コマ

数について確認を行い、また、次年度の時間割編成を控えた11月のタイミングでは「専任教員の担当授業時間数

の適正化に向けた検討結果（答申）」において提示された担当上限コマ数を超えている教員について確認すること

により、各学部の時間割編成に配慮いただくよう依頼している。また、教員組織の編制における男女比等に関し

ては、議題を「教員組織の多様性の確保について」とした学部長懇談会を開催し、本学教員における女性比率お

よび他大学の状況等を確認し、意見交換の場を設けた。 
学部長会では適宜各学部の人事状況を確認し、意見交換を行いながら進めており、教員人事について学部間の

透明性を高めるよう努めている。 
 

＜今年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
601① 「専任教員の担当授業時間数の適正化に向けた検討結果について（答申）」の内容を踏まえた対応 
601① 「基幹教員」制度への対応 

 
4 根拠資料 

項目 
No. 

根拠 
記号 

根拠資料の名称 

601 ア 学校法人龍谷大学就業規則 
601 イ 龍谷大学の求める教員像と教員組織の編成方針 
601 ウ 専任教員の担当授業時間数に関する基準 
601 エ 専任教員役職兼務者にかかる負担軽減措置要項 
601 オ 専任教員の担当授業時間数の適正化に向けた検討結果について（答申） 
601 カ 2023年度第2回学部長会 議案 
601 キ 2023年度第11回学部長会 議案 
601 ク 2023年度第7回常任理事会資料 
601 ケ 龍谷大学学則 
601 コ 事務組織規程 
601 ウ 教育系アシスタントスタッフ規程 
601 エ 教育系アシスタントスタッフの運用に係る内規 
602 ア 教育職員選考基準に準拠しながら運用する補充人事フローチャート 
602 イ 自己点検・評価 全学的課題（教員人事規程の平準化）にかかる対応結果について（報告） 

〈2021年度第22回学部長会（2022.03.24）資料〉 
602 ウ 「昇任人事に関する事項」 
602 エ 2022年度第1回学部長懇談会次第 
602 オ 男女共同参画推進に関する講演会の開催について 
602 カ 教員採用時における募集要項の外国語版の作成について（提案） 

（2023年度第15回学部長会資料） 
603 ア 龍谷 ICT教育賞｜学修支援・教育開発センター｜龍谷大学 You, Unlimited 

(ryukoku.ac.jp) 
603 
604 

イ 
イ 

2023年度 教員活動自己点検 点検結果の組織的活用方策一覧 

604 ア 2023年度 教員活動自己点検の手引き（経済学部・経済学研究科） 
 

 

Ⅱ．評価結果 

総評 



【大学全体】 
601① 
大学として求める教員像は「学校法人龍谷大学就業規則」に、各学部・研究科等の教育組織の編成については、

「求める教員像と教員組織の編成方針」に定めている。ただし、各学部・研究科独自の教員組織の編制方針は策

定しておらず、今後、その必要性を含め検討が望まれる。専任教員の担当授業時間については、「専任教員の担当

授業時間数に関する基準」を定めて把握・管理している。専任教員の担当授業時間数の適正化に関連して、学部

長会では専任教員及び特別任用教員の担当授業時間数の全学的な確認を行っているが、制度整備には至っていな

い。 
601② 
教員と事務職員の役割を規程に明確にし、教職協働による運営体制を構築している。 
601③ 
授業において指導補助員に補助させる場合は、規程・内規において責任関係や役割を明確に示している。しかし、

補助員を対象とする具体的な指導計画はない。策定に着手することが望まれる。 
602① 
教員の募集・採用・昇任等については、「教育職員選考基準」及び各学部が定める「教員人事規程」に基づき行っ

ている。また、教員人事については、学部長会にて適宜各学部の人事状況を確認し、意見交換を行いながら進め

ている。昇任については、昇任に要する年限や審査委員会の構成方法、審査の方法が各学部で整合していないた

め、教養教育科目を主たる担当科目とする教員は、所属する学部によって異なる基準と手続きに則らなければな

らない状況にあった。その後、学部間の教員人事規程の平準化を進めるとともに、「昇任人事に関する事項」を別

に定めたことによって、この課題は改善が進んでいるものと評価できる。 
602② 
各学部での教員採用にあたっては、主たる授業担当科目のカリキュラム上の必要性、担当する上で適切な身分や

募集方法をその都度確認しており、年齢構成、国際性や男女比等も踏まえて選考を行い、適正に教員を配置する

よう努めている。しかし、前年度、【留意点】として、国際性や男女比、年齢構成の偏重（教員の高齢化）に関し

て、「大学として改善施策を策定することが期待される」との指摘を受けている。これらの改善に向けた実質的な

取り組みはなされていないように思われる。2023年度は、教員採用時の募集要項について、日本語に加えて、英

語による募集要項も作成することとしたことは評価できる。 
603① 
「龍谷 ICT教育賞」（学修支援・教育開発センター所管）や「教員活動自己点検」の組織的活用の一環で、社会貢

献活動等の促進を目的とした表彰を行っている。しかし、大学全体としては教育研究活動における教員の業績を

評価する仕組みを導入していない。教員の教育・研究の活性化を促すためにも、教育研究活動の業績を評価する

制度の導入について検討することが望まれる。 
604① 
教員組織に関わる事項は、毎年の自己点検・評価において、基準 2「内部質保証」やこの基準 6「教員・教員組

織」を軸に自己点検・評価を行っている。 
 
長所・特色《箇条書き》 

なし 

課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載 

・指導補助員を対象とする具体的な指導計画の策定に着手することが望まれる。【留意点】 

・教員組織の編制については、国際性や男女比、年齢構成の偏重（教員の高齢化）等に関してはまだ十分な状況

とは言えず、大学として改善策を策定することが期待される。【留意点】 
・教育研究活動の業績を評価する制度の導入について検討することが望まれる。【留意点】 
 

 



【大学全体】 
2024年度（対象年度：2023） 自己点検・評価シート 

 

 

基準6 教員・教員組織 
 

■事前確認 

 前年度の自己点検・評価シートから、伸長・改善計画、評価結果の課題事項（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】）

を転記していますので、確認してください。 
認証評価結果において、大学基準協会から指摘された事項について確認してください。 

＜前年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
 なし 
  

 
＜前年度の評価結果（課題事項）＞ 

課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載。該当がない場合は「なし」と記載。 

・大学院の FD に関しては、対象年度に全ての研究科が独自の FD を開催することとなり、大きく改善されてい

る。ただし、これが単年度ではなく、しっかり継続していく取り組みとなるよう、引き続き、各研究科への働き

かけや支援が不可欠であると考える。【留意点】 
 
 ＜【参考】2020年度 認証評価結果における指摘事項＞ 

総評における助言 / 是正勧告 / 改善課題 

・「龍谷大学におけるＦＤの定義」では教育改善に関する活動をＦＤと定義しており、実態としては「科学研究費

サポート制度」等の取組みは見られるものの、政策学部及び理工学研究科を除き、ＦＤ活動として研究活動の活

性化や社会貢献等の諸活動の推進を図ることを目的とした取組みは行われていないため、改善が求められる。【改

善課題】 
・文学研究科、経済学研究科、農学研究科では、教育改善に関する大学院固有のファカルティ・ディベロップメ

ントが十分に行われていないため、修士課程・博士課程全体又は各研究科として、適切にこれを実施するよう、

改善が求められる。【改善課題】 
 

Ⅰ．自己点検・評価 

1 自己点検・評価結果  ＜ 評定 ＞ 

自己点検・評価基準を参照し、「自己評価」欄に「S」「A」「B」「C」の4段階で記入してください。 

項目 

No. 
評価項目<大学基準協会の「評価項目」に相当> 自己評価 

点検項目（評価の視点）<大学基準協会の「評価の視点」に相当> 現状 

603 

教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施し、教員の資質

向上につなげているか。 

B 

①教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげる組織的な取り組みを行い、成果

を得ているか。 

②教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るために、組織的な取り組みを行い、成

果を得ているか。 

③教員以外が指導補助者となって教育に関わる場合、必要な研修を行い、授業の運営等が適切になされるよ

う図っているか。 

 

2 自己点検・評価 

対象年度における組織の状況を自己点検・評価し、その内容を、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて

「点検項目」毎に具体的に説明してください。 



【大学全体】 
現状、「何を」規定又は実施していて、「いつ」「どの会議で（誰が）」「どのように（指標・方法）」検証・分析を行

い、「どのように（基準）」自己評価していますか。 
603①② 
建学の精神に基づいた教育理念・目的を実現するため、「龍谷大学における FD 活動の実施方針・定義」を定め

［603ア］、本学教育職員の使命である教育、研究、社会貢献について、その能力開発・向上を図るFD活動を組

織的かつ継続的に実施している［603イ］。2023年度は、2025年度に新学習指導要領で学んだ学生が入学するこ

とから、高大連携推進室と連携し「探究」をテーマにしたFDフォーラム［603ウ］やFD研修会［603エ］をは

じめ、「生成AI」の活用が進み、教育現場にも影響することから「生成AI」をテーマにFD研修会［603オ］［603
カ］を実施した。 
また、学部FD協議会及び大学院FD協議会（共催）（第1回：5月24日開催［603キ］、第2回：10月4日開催

［603ク］）を開催し、各学部・研究科が独自で実施しているFD活動の取組状況について、教育、研究、社会貢

献のどの分野に関わる活動であるかを記載して共有し、成果を全学で共有した［603ケ］。 
加えて、教育課程や授業方法の開発及び改善について学修支援・教育開発センターにおける指定研究プロジェク

ト［603 コ］や教員公募による自己応募研究プロジェクトを推進し、研究成果を学内でポスターを展示するとと

もにホームページで公開している［603サ］。 
このことにより、教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善、並びに研究活動や社会貢献等の

諸活動の活性化や資質向上を図り成果を共有する体制を整えている。 
603③ 
文学部では「基礎演習ティーチングアシスタント（TA.B）学修支援員D（ST）」運用マニュアル［603シ］を、心

理学部では「学修支援員 D（ST）」［603 ス］運用マニュアルを整備している。経済学部においては経済学部授業

内ピア・サポーターの概要［603 セ］をまとめており、法学部では法政ブリッジセミナーのクラスアシスタント

に事前に研修を行っている［603ソ］。しかし、全ての指導補助者について研修が実施されているか確認ができて

いないため、2024年度以降については指導補助者の研修についても、実施状況を全学で共有し授業の運営等が適

切になされるよう体制を整える。 
 
以上のことから、教育研究活動等の改善・向上、活性化につながる取り組みを組織的かつ多面的に実施し、教員

の資質向上につなげているかについて点検項目を満たしていないが、課題の改善に取り組んでいると評価する。 
 
長所・特色《箇条書き》＊先駆性や独自性があるもの、有意な成果が見られるもの、他の組織の範となるもの、自己評価･現状「S」のもの 
項目No.  
項目No.  
課題事項《箇条書き》   ＊伸長すべき点、改善すべき点 
603③ 指導補助者の研修について、実施状況を全学で共有し授業の運営等が適切になされるよう体制を整

える必要がある。 
項目No.  

 

3 伸長・改善に向けた取り組み 

前年度の自己点検・評価の評価結果（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】等）への対応も含め、伸長・改善に

向けた取り組みについて、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて具体的に説明してください。 

  ＜伸長・改善の進捗状況＞ 

対象年度における取り組み ＊成果の有無を問わない、前年度の自己点検・評価シート作成時点での計画の有無を問わない 

特になし 

 

＜今年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
  
  



【大学全体】 
 

4 根拠資料 

項目 
No. 

根拠 
記号 

根拠資料の名称 

603 ア 龍谷大学におけるFD活動の実施方針・定義｜学修支援・教育開発センター｜龍谷大学 You, 
Unlimited (ryukoku.ac.jp)【ウェブ】 

603 イ 2023年度学修支援・教育開発センターの基本方針および事業等 
603 ウ 20231130_FDフォーラムチラシ 
603 エ 20230728_FD研修会（高大接続） 
603 オ 20230705_FD研修会（生成系AI） 
603 カ 20240207_FD研修会（レポート課題＆生成AI） 
603 キ 2023年度第1回学部・FD大学院協議会（共催）次第 
603 ク 2023年度第2回学部・FD大学院協議会（共催）次第 
603 ケ 2023年度第2回学部・FD大学院協議会_資料① 
603 コ 指定研究プロジェクト事業｜学修支援・教育開発センター｜龍谷大学 You, Unlimited 

(ryukoku.ac.jp)【ウェブ】 
603 サ 自己応募研究プロジェクト事業｜学修支援・教育開発センター｜龍谷大学 You, Unlimited 

(ryukoku.ac.jp)【ウェブ】 
603 シ 龍谷大学文学部「基礎演習ティーチングアシスタント（TA.B）学修支援員D（ST）」運用マニュアル 
603 ス 龍谷大学心理学部「学修支援員D（ST）」運用マニュアル 
603 セ 経済学部授業内ピア・サポーターの概要 
603 ソ 法政ブリッジセミナーCA（クラスアシスタント）研修会資料 

 

 

Ⅱ．評価結果 

総評 

603①② 当センターは、新学習指導要領で学んだ学生の進学や生成 AI の対応など外部環境の変化に対応したテ

ーマで FD 研修会を開催している。この先取的な取り組みに対しては大いに評価したい。また、各学部・研究科

が独自で実施している FD 活動について、教育、研究、社会貢献のどの分野に関わる活動であるかを「各学部・

研究科における FD 活動等実施状況調査表」にわかりやすく整理して、成果を全学で共有した。このように、活

動状況を確認・報告することによって、FD の周知と活動を推進していることは評価できる。 今後もこれらの取

り組みを継続していくよう期待したい。 
603③ 指導補助者となって教育に関わる場合の研修について十分には把握できていないというように思われ

る。全学の研修の実施状況を確認するとともに、先進的な取り組みについては、その内容やノウハウ等の情報提

供や共有を図り、授業の運営等が適切になされるよう体制を整える。 
 
長所・特色《箇条書き》 

・新学習指導要領で学んだ学生の進学や生成AIの対応など外部環境の変化に対応したテーマでFD研修会を開催

している。 
 
課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載 

・指導補助者を対象とした、全学の研修の実施状況を確認するとともに、先進的な取り組みについては、その内

容やノウハウ等の情報提供や共有を図り、授業の運営等が適切になされるよう体制を整える。【留意点】 
 

 



【大学全体】 
2024年度（対象年度：2023） 自己点検・評価シート 

 

 

基準6 教員・教員組織 
 

■事前確認 

 前年度の自己点検・評価シートから、伸長・改善計画、評価結果の課題事項（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】）

を転記していますので、確認してください。 
認証評価結果において、大学基準協会から指摘された事項について確認してください。 

＜前年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
604① 教員活動自己点検結果の組織的活用実績におけるGood Practiceの他組織へのさらなる波及をはか

るべく、その方策について検討していく。 
  

 
＜前年度の評価結果（課題事項）＞ 

課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載。該当がない場合は「なし」と記載。 

教員活動自己点検結果の組織的活用実績における Good Practice の共有や他組織へのさらなる波及をはかるべ

く、その方策について検討していくことが望まれる。【留意点】 
 
 ＜【参考】2020年度 認証評価結果における指摘事項＞ 

総評における助言 / 是正勧告 / 改善課題 

・「龍谷大学におけるＦＤの定義」では教育改善に関する活動をＦＤと定義しており、実態としては「科学研究費

サポート制度」等の取組みは見られるものの、政策学部及び理工学研究科を除き、ＦＤ活動として研究活動の活

性化や社会貢献等の諸活動の推進を図ることを目的とした取組みは行われていないため、改善が求められる。【改

善課題】 
 

Ⅰ．自己点検・評価 

1 自己点検・評価結果  ＜ 評定 ＞ 

自己点検・評価基準を参照し、「自己評価」欄に「S」「A」「B」「C」の4段階で記入してください。 

項目 

No. 
評価項目<大学基準協会の「評価項目」に相当> 自己評価 

点検項目（評価の視点）<大学基準協会の「評価の視点」に相当> 現状 

604 
教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいるか。 

Ａ ①点検・評価の結果を活用して、教員組織に関わる事項の改善・向上に取り組み、効果的な取り組みへとつな

げているか。 

 

2 自己点検・評価 

対象年度における組織の状況を自己点検・評価し、その内容を、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて

「点検項目」毎に具体的に説明してください。 

現状、「何を」規定又は実施していて、「いつ」「どの会議で（誰が）」「どのように（指標・方法）」検証・分析を行

い、「どのように（基準）」自己評価していますか。 
604① 「内部質保証に関する方針」に基づき、内部質保証システムとして「教員個人の諸活動に対する自己点検

（教員活動自己点検）」を実施している［604ア］。教員活動自己点検の詳細は、「教員活動自己点検に関する実施

要項」に定め［604イ］、すべての専任教員が教育、研究、社会貢献、大学管理運営における自己の活動について、

改善・向上に努めている［604ウ］。 

 教員活動自己点検の点検結果は、「教員活動自己点検 点検結果の活用に関するガイドライン」に基づき、「教員



【大学全体】 
個人」と「学部等組織」の2つの観点から活用することを定めている［604エ］。 

 「学部等組織」については、点検結果の組織的な活用を促進するため、「教員活動自己点検の手引き」（以下「手

引き」）を作成している［604オ］。各組織は「手引き」に示された点検結果の組織的活用方策を踏まえ、毎年度活

用計画を作成し、FD活動等、各組織の課題等に関わる事項の改善・向上の取り組みを行っている。 

なお、これらの取り組みの計画・実績は、全学大学評価会議で共有し、Good Practice の共有や他組織への波

及に努めている［604カ、キ］。 
長所・特色《箇条書き》＊先駆性や独自性があるもの、有意な成果が見られるもの、他の組織の範となるもの、自己評価･現状「S」のもの 
604① 内部質保証システムとしての「教員活動自己点検」の継続実施 

  
課題事項《箇条書き》   ＊伸長すべき点、改善すべき点 
604① 教員活動自己点検結果の組織的活用実績におけるGood Practiceの他組織へのさらなる波及策の策

定・実行 

  
 

3 伸長・改善に向けた取り組み 

前年度の自己点検・評価の評価結果（【改善勧告】、【努力課題】、【留意点】等）への対応も含め、伸長・改善に

向けた取り組みについて、第三者が理解できるように、根拠資料を用いて具体的に説明してください。 

  ＜伸長・改善の進捗状況＞ 

対象年度における取り組み ＊成果の有無を問わない、前年度の自己点検・評価シート作成時点での計画の有無を問わない 

教員活動自己点検結果の組織的活用実績におけるGood Practiceの他組織へのさらなる波及をはかるべく、その

方策について、十分な検討ができなかった。 

 

＜今年度の伸長・改善計画＞ 

項目No. 課題事項と伸長・改善方策（到達目標を含む） 
604① 組織的活用実績におけるGood Practiceの他組織へのさらなる波及策を検討するにあたっては、

ICTツールの活用など、教員個々人・組織ともに利便性を考慮しつつ実行する。 

  

 
4 根拠資料 

項目 
No. 

根拠 
記号 

根拠資料の名称 

604 ア 内部質保証に関する方針 

604 イ 教員活動自己点検に関する実施要項 

604 ウ 2023年度教員活動自己点検の実施について（依頼） 

604 エ 教員活動自己点検 点検結果の活用に関するガイドライン 

604 オ 教員活動自己点検の手引き（文学部・大学院文学研究科・実践真宗学研究科を例に） 

604 カ 2023年度 教員活動自己点検 点検結果の組織的活用計画について（報告） 

604 キ 2022年度 教員活動自己点検 点検結果の組織的活用実績について（報告） 

   

 

 

Ⅱ．評価結果 

総評 

「内部質保証に関する方針」に基づき、「教員個人の諸活動に対する自己点検（教員活動自己点検）」を実施し

ている。教員活動自己点検では、専任教員が教育、研究、社会貢献、大学管理運営の4分野における自己の活動

について、改善・向上に努めている。 

 教員活動自己点検の点検結果は、「教員活動自己点検 点検結果の活用に関するガイドライン」に基づき、「教員



【大学全体】 
個人」と「学部等組織」の2つの観点から活用することを定めている。 

 「学部等組織」については、点検結果の組織的な活用を促進するため、「教員活動自己点検の手引き」を作成し

ている。各組織はその手引きに示された点検結果の組織的活用方策を踏まえ、毎年度活用計画を作成し、FD活動

等、各組織の課題等に関わる事項の改善・向上の取り組みを行っている。 

なお、これらの取り組みの計画・実績は、全学大学評価会議で共有し、Good Practice の共有や他組織への波

及に努めているものの十分な検討が出来ているとは言い難い。 

 以上、教員組織に関わる事項を定期的に点検・評価し、改善・向上に向けて取り組んでいると評価できる。 

長所・特色《箇条書き》 

 

課題事項《箇条書き》 ＊各項に【改善勧告】【努力課題】又は【留意点】を記載 

教員活動自己点検結果の組織的活用実績における Good Practice の共有や他組織へのさらなる波及をはかるべ

く、その方策について十分検討していくことが望まれる。【留意点】 

 


